
地域主導型再エネ導入支援事業について 

○事業スキーム 

 支援対象：市町村、地元自治会、地域住民と市町村等が設置する協議会（※） 

※構成(想定)：県、地元自治会、市町村、金融機関、事業者、新電力 等 

⇒ 検討開始時は市町村や地元自治会に対し支援を行い、検討を進める上で協議会が

設立された場合は協議会に対し支援を行う 

 支援対象事業：再エネ電源・熱源の導入に向けた地域住民が主体となった取組み(電源種別・

規模は問わない) 

 

【検討ステップ】           【検討メンバー】       【県からの支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪県からの支援メニュー≫ 

○ アドバイザー派遣（勉強会、セミナーの開催、個別アドバイス等） 

・支援対象の要請により、取組みに関連した専門家（資金調達、会社設立等含む）を派遣 

   ※支援対象の取組状況に応じて県からもアドバイザーの活用を提案する 

  ・同一支援対象への派遣回数は 2回までとし、その後に派遣が必要な場合は紹介のみ行う 

○ 協議会活動経費の一部負担 

・１団体あたり 100 千円を上限とする 

 ・協議会で行う先進地視察や勉強会の開催など再エネ導入に向けた活動に要する経費を負担 

※ 協議会設立前に先進地視察等を行う場合は要相談 

○ 事業者とのマッチング 

・山形小水力利用推進協議会等の協力を得て、事業者とのマッチングを実施 

○ 手続きに対する支援 

・再エネ条例手続きのサポートを実施 

○ 関係機関との橋渡し 

・再エネに関する制度関係については東北経済産業局、地産地消についてはやまがた新電力、県所管

法令の担当課の紹介など、関係機関との橋渡しを実施 
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【メリット】地域の資源である再生可能エネルギーを環境価値化し、それを活用した地域づくりの

取組みを、地域自ら決めることができる 

・電気の地産地消による電気代の削減、または売電による地域の収入の増加 

・地域交流の活性化や雇用創出 

・市町村のカーボンニュートラルに向けた取組みの加速化 

地域主導で行う検討に対する県からの支援（イメージ） 
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検討状況に応じメンバー拡大 
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令和６年６月４日 

先進地視察 

事業者マッチング 

関係機関との橋渡し 

◎暮らしの利便性向上 

◎地域課題の解決 

 


